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平成１８年３月１日付組織改正に関するお知らせ

当社は、営業力の強化と事務業務の効率化を図るため、営業組織の一元化と内務組織の再編

を柱とする経営機構改革を段階的に実施してまいりました。

こうした取り組みの一環として、本年３月１日付けで下記のとおり本社と業務本部の統合・

再編成を中心とした組織改正を行いますので、お知らせします。

記

１ 「業務統括本部」を新設．

本社の人事部、財務部、開発事業部の一部業務、および各店の事務部門を統括していた業

務本部を統合・再編成し を新設します。、「業務統括本部」

これにより、営業部門を強力に支援できる内務部門を構築し、現場に立脚した施策を推進

するとともに、機動的で変化対応力のある戦略性の高い組織を目指します。

・本社の人事部と業務本部の総務部、本社の財務部と業務本部の経理部をそれぞれ統合し、

「人事総務部 「財務経理部」」、 を設置します。

あわせて、業務統括本部長のスタッフ部門として と を設、「人事政策室」 「財務政策室」

置します。人事政策室は経営戦略に基づく人事戦略を策定する役割を、財務政策室は戦略

的な財務体質を構築する役割をそれぞれ担います。

・本社の開発事業部所管の資産管理・設備保全業務 および業務本部の営繕課業務を集約し、 、

「管財部」 「開発事業部」を新設します。なお は、再開発案件をはじめとした開発事業、

を引き続き推進します。

・本社財務部の関連事業部門を独立させ を新設します。これにより、、「グループ事業部」

グループ各社を戦略的に発展させるとともに、統制システムを充実させて適正な管理・監

督を行います。
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２．その他の組織改正

（１ 「宣伝催事部」を新設）

各店の宣伝・催事・装飾部門を統合して を新設し、営業統括本部長のス「宣伝催事部」

タッフ部門である営業企画室のもとに置きます。これにより、各店の販売促進施策の高

位平準化と業務の効率化を図ります。

（２ 「広報・ＩＲ室」を新設）

経営企画室にあるＩＲ機能と 法務・総務部にある広報機能を統合して、 「 」広報・ＩＲ室

を新設し、経営企画室のもとに置きます。これにより、企業情報発信についての責任所

在を一元化するとともに、外部環境の変化をいち早く捉えた戦略的な情報発信を行いま

す。

（３）今回の組織改正を機に、お客様を最上位に位置付け、あわせて上下反転した組織図に変

更します。これにより、当社の企業理念のもと、第一線でお客様に接する者をはじめ従

業員一人ひとりが、顧客視点に立った販売・業務・事業革新を実践することを社内外に

明確化します。

以 上
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